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コーホート要因法を用いた将来人口の推計においては，「出生」，「死亡」，「移動」の仮定値を設定

する必要がある．特に市区町村レベルでは，純移動率で与えられる「移動」の仮定値をどのように設定す

るかに推計結果が依存することが知られている．純移動率は，通常過去のトレンドから外生的に与えられ

る．しかし，日本は人口減少と高齢化が年々進んでおり，特に地方部においては，先行的にこれらの現象

が進行している地域も少なくない．したがって，ある自治体の将来の純移動率を設定する際に，自身の過

去の純移動率だけではなく，産業構造等が似通った「他の」自治体の過去の純移動率の変化経路の情報が

役に立つ可能性があると考えられる．そこで本研究では，ある自治体に対して，産業構造等の属性変数を

用いて類似自治体をマッチングさせ，自身の過去の純移動率だけでなく，類似自治体における過去の純移

動率の変化経路の情報を利用して純移動率の将来推計値を設定する新たなコーホート要因法の提案を試み

る．マッチングの方法としては，遺伝的マッチングを用いることとした． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

将来推計人口は，都市計画，産業政策，国土政策など

の多くの計画・政策の基礎情報となる．我が国では，国

立社会保障・人口問題研究所（以下，社人研）がコーホ

ート要因法を用いた将来推計人口を国・都道府県・市区

町村等の単位で公表している．また，いわゆる増田レポ

ート等，いくつかの独自推計の試みも行われている． 

コーホート要因法を用いた将来人口推計においては

「出生」，「死亡」，「移動」の3人口変動要因の仮定

値を設定する必要がある．人口推計を行う単位が空間的

に細かいほど，人口移動の影響は出生・死亡と比較して

相対的に大きくなるため，市区町村などの詳細な空間領

域における推計では，地域間移動の仮定値をどのように

設定するかに推計結果が依存することが知られている．

特に市区町村以下のレベルでは，そもそも年齢階層別の

地域間移動のデータを入手することが難しいため，人口

推計においては転入と転出を区別しない純移動率が用い

られることが多い．純移動率は，上述の推計人口を含め

て，通常過去のトレンドから外生的に与えられる． 

しかし，日本は人口減少と高齢化が年々進んでおり，

特に地方部においては，先行的にこれらの現象が進行し

ている地域も少なくない．したがって，ある自治体の将来

の純移動率を設定する際に，自身の過去の純移動率だけで

はなく，産業構造等が似通った「他の」自治体の過去の純移

動率の変化経路の情報が役に立つ可能性があると考えられ

る．これが本研究の問題意識である． 

 

(2) 研究の目的  

以上のような背景の下，純移動率を過去の自地域にお

けるトレンドから推計する手法に対し，産業構造等が似

通った過去の「他地域」の純移動率を用いて推計する新

たな方法論を提示し，その方法論の特性を把握すること

を目的とする．従来の純移動率を過去のトレンドから推

計する手法は，属性変数を考慮しないため人口減少の

「対策」を議論することが難しいが本研究では属性変数

を用いて過去の類似自治体とマッチングされるため，例

えば産業構造と人口増減の関係性を捉えることが可能で
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あり，属性変数の改善（例えば大学卒業者率の増加等）

の効果が純移動率に及ぼす影響をマッチング相手の変化

として記述することが出来る．この点は地方創生戦略を

立案する上で重要な特性であると考える． 

 

(3) 研究の方法 

最も広く用いられている将来人口推計手法として，コ

ーホート法が挙げられる．コーホート法は大きくコーホ

ート変化率法とコーホート要因法に分けることが出来る．

ここで，コーホートとはある特定の同じ人口事象を経験

した集団，すなわち同時経験集団である． 

一般的にはコーホート要因法が用いられることが多く，

本研究でもコーホート要因法を用いる．また，人口推計

において重要である純移動率の仮定は産業構造等の属性

変数を用いて類似自治体をマッチングさせ，自身の過去

の純移動率だけでなく，類似自治体における過去の純移

動率の変化経路の情報を利用して純移動率の将来推計値

を設定する．マッチングの方法としては遺伝的マッチン

グ（Diamond and Sekhon, 2013）を用いることとした．そ

の後，純移動率のみを変数としてマッチングした場合と

産業構造等の属性変数を含めてマッチングをした場合の

比較を通して，属性変数の検討を行う． 

 

2. 分析 

 

(1) 分析の概要  

 本研究における人口推計の対象は日本全国の市区町村

とし，2015年に実施された国勢調査のデータを検証用の

データとして使用し，1990年～2010年に実施された国勢

調査のデータを基に各コーホートの純移動率を算出し，

産業比率や大学卒業者率といった様々な属性変数で自治

体を特徴づけし，過去の類似自治体と遺伝的マッチング

を用いてマッチングすることで純移動率の仮定値を設定

した．3人口変動要因の他の2つである，出生に関しては，

市区町村別の出生率は年による変動が大きく不安定であ

ることから，こども女性比および0-4歳性比の仮定値を

用いて，死亡に関しては，0歳から100歳程度までの死亡

率の推移を表す生命表を用いて生残率を算出する．以上

のように設定した3人口変動要因を用いたコーホート要

因法により実際に2015年の人口を推計し，実測値と比較

する．予測誤差の測度として，平均二乗平方根誤差

（RMSE）と全国の市区町村を対象にしており人口の多

い地区ではRMSEは大きくなることから平均二乗平方根

誤差率（RMPSE）も同時に用いることで精度の検証を

行う． 

 

 

(2) Genetic Matching 

Genetic Matchingにおける距離は，マハラノビス距離を

一般化したものであり，一般化マハラノビス距離は以下

のように定義される． 

GMDij= {(xi-xj)
t
(S-

1
2)
t

WS
-
1
2(xi-xj)}

1
2

(1) 

 

GMDij：対象者iと対象者 j間の一般化マハラノビス距離 

xi：対象者iの共変量ベクトル（k×1） 

S
-
1

2：共変量ベクトルの共分散行列 Sのコレスキー分解 

W：すべての共変量の重み対角行列（k×k） 

            

(3) Genetic Algorithms(GA)に基づく重み行列Wの決定 

GAは生物進化の原理に着想を得たアルゴリズムであ

り，確率的探索の一手法である．図1にGenetic Matching 

Algorithm のフローチャートを示す．⑧における基準を満

たさなかった場合，再びpop.size個のWを作成するがそこ

でGAが用いられる．GAは「選択（Selection）」，「交

差(Crossover)」，「突然変異(Mutation)」の遺伝的操作を

用いる．そのフローチャートを，図2に示す．具体的に

は，評価の基準において，評価が上位の個体を複数個選

択する．次に，選ばれた個体の書く重み成分を他の個体

と一部入れ替えることを行う．この操作を交差という．

この操作を行うと一つ前の世代の値に依存した重みのみ

生成される．この問題を解決するために一定の確率で重

みを変化させることを突然変異という．一連の操作によ

って算出されたWを用いてGenetic Matching を行うことが

出来る． 

 

図-1 Genetic Matching アルゴリズムのフローチャート 

 

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集



 

 3 

 

図-2 Genetic Matching 上のGAのフローチャート 

 

3. 実データを用いた検証 

 

(1) 本研究の分析対象 

我が国では，平成の大合併以降で市区町村の数が大き

く減少している．市区町村合併後の人口は単純な総和で

求めることが出来るが，合併後から合併前の市町村人口

を計算することは不可能であるため，本研究の推計対象

である日本全国の市区町村とは2015年時点での市区町村

1741都市とする．なお，政令指定都市の区に関しては，

熊本市や相模原市，岡山市のように近年に新たに指定さ

れた場合も多く，その際の過去の人口データが入手不可

能であったため，政令指定都市は市単位で，東京特別区

のみ，区単位を対象とする． 

 

(2) 本研究に用いるデータ 

本研究における人口推計を行う際のマッチングに使用

する説明変数は表1の通りである．政令指定都市及び中

核市は2018年4月1日に指定されている政令指定都市20都

市及び，中核市54都市とした．また，東京特別区から新

宿区を政令指定都市と同様の扱いとし，各市町村役場か

ら政令指定都市，中核市までの距離を算出する．ここで， 

自身が政令指定都市及び中核市である場合，距離が0と

なるため栗田・腰塚（1988）による面対面の領域間平均

移動距離を用いた．対象年は1990年から2015年に行われ

た国勢調査，純移動率は5期間のデータを用意した．コ

ーホート要因法で必要となる生残率は社人研の日本版デ

ータベースにおける都道府県別5歳×5年死亡率を用いた． 

 

(3) マッチングにおける説明変数の設定  

 本研究では遺伝的マッチング法に基づき，純移動率を

決定するが，マッチングを行うにあたって，説明変数の

選択が重要になってくる．本研究では1900年から2005年

の間を5年ごとのグループに分け1期先の予測を行う．10

年前からの2期間の説明変数を用いてマッチングを行っ

た．また，将来人口推計に有効である説明変数を検討す

るために純移動率のみでマッチングを行った場合と純移

動率に各説明変数を加えた場合で実測値との誤差の比較

を行う． 

 

表-1 マッチングに用いる説明変数 

 

  

表-2  コーホート数  

 

(4) 分析結果 

表1の全ての属性変数を取り入れた場合と純移動率の

みの場合で誤差の比較を行ったところp値 = 0.05801とな

り，絶対誤差ではp値が0.1未満で有意傾向にあり属性変

数を取り入れることが将来人口推計に有効であるといえ

る．表2に純移動率に各属性変数を1つ加えて遺伝的マッ

チングを行った場合に純移動率のみでの遺伝的マッチン

グに比べ実測値とのRMSPEが小さくなるコーホート数を

若者世代，生産年齢人口世代，高齢者世代の3世代ごと

に集計した結果を示す．なお，2行目は各世代における

コーホート数である．結果から，「政令指定都市までの

説明変数名 データソース

農業就業者率 国勢調査

林業就業者率 国勢調査

漁業就業者率 国勢調査

鉱業就業者率 国勢調査

建設業就業者率 国勢調査

製造業就業者率 国勢調査

電気．ガス．熱供給．水道業就業者率 国勢調査

運輸．情報．通信業就業者率 国勢調査

第1次産業就業者数比率 国勢調査

第2次産業就業者数比率 国勢調査

第3次産業就業者数比率 国勢調査

自市区町村外への通勤者率 国勢調査

持ち家世帯数比率 国勢調査

大卒率 国勢調査

課税対象所得 内閣府市区町村別人口・経済関係データ

高齢者率 国勢調査

政令指定都市までの距離 国土数値情報

中核市までの距離 国土数値情報

若者世代 生産年齢人口 高齢者世代

コーホート数 6 20 8

第１次産業就業者数比率 3 11 2

第２次産業就業者数比率 2 12 1

第３次産業就業者数比率 3 15 3

農業就業者率 2 16 2

林業就業者率 4 13 1

漁業就業者率 4 11 1

鉱業就業者率 2 8 0

建設業就業者率 3 13 0

製造業就業者率 2 10 2

電気.ガス.熱供給.水道業就業者率 3 15 1

運輸.情報.通信業就業者率 5 13 0

政令市調整距離 6 19 7

中核市調整距離 1 0 0

自市区町村外への通勤者率 3 8 1

持ち家世帯数比率 3 10 1

大卒率 3 11 0
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距離」を属性変数として取り入れることで純移動率のみ

での遺伝的マッチングに対して多くのコーホートで

RMSPEが小さくなっている．また対応のあるt検定を行う

とp値が0.0094と有意水準5%を下回っており，属性変数

として「政令指定都市までの距離」を取り入れることの

有効性が示唆された． 

 

4. おわりに 

今回の分析により純移動率に加えて属性変数として政

令指定都市までの距離などを取り入れることにより純移

動のみのマッチングと比較して誤差が小さくなっている

ことから，政令指定都市までの距離が似通っている都市

部と都市部，郊外部と郊外部によるマッチングがなされ

構造が類似している場所が取り出されたことで精度が向

上したと考えられる．このように地域特性が似通った地

域とマッチングすることで純移動率を自地域の過去のト

レンドから推計する方法や純移動率のみでのマッチング

と比較しより精度の高い推定が可能であると考えられる． 

今後の課題として，今回の分析では短期的な人口予測

に留まっており，長期的な予測への適用についての検討

が出来ていないことが挙げられる．今後説明変数の検討

を行い長期的な予測モデルの作成を試みる．また自治体

ごとに特徴が異なると考えられるので，自治体ごとにど

の変数を入れるべきかを検討し，手法の改善と信頼性の

向上を試みたい． 
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